
（ ）

2

一般会計

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

kg

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
あへん法第２条、第６条、第３２条、第３３条

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

923 0

あへん購入費

活動指標

980,906
／

80,376

28年度活動見込

9.5 11.7 11.2

必要見込みに基づくあへん確保量
kg

％

943

麻薬製造業者からの需要
に対する供給

実施方法

事業番号

あへん供給確保事業 担当部局庁 医薬・生活衛生局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 監視指導・麻薬対策課 課長　須田　俊孝

事業名

会計区分

28年度

-

翌年度へ繰越し -

計

社会保障

-

904

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

１．医療上必要不可欠な医薬品の原料である「あへん」を、国内の需要・供給量を踏まえ、インド政府及び国内のけし耕作者より購入し保管する。
２．あへんの国内価格決定を行うため、インド政府から購入した「あへん」のモルヒネ含有率試験を実施する。
３．国内産あへんの収納業務及び災害補償業務を実施する。

- -

945

- -

▲ 58 -

売渡件数

25年度

943

単位

当該年度のあへん供給確保費の執行額（千円）
／

当該年度のあへん確保量（kg）

単位当たり
コスト

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

-

-

58

補正予算

千円/kg

けし耕作者災害補償費

882,171
／

78,600

911,.590
／

77,940

28年度当初予算

0

昭和６０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

18

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

医療及び学術研究の用に供する「あへん」の供給の適正を図るために必要な事業を行う。
（注）1961年の麻薬に関する単一条約は、あへんの海外からの購入・輸入等は国が独占するよう求めている。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

件

平成２８年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

945 943 885 981 0

911 882

執行率（％） 96% 97% 100%

単位

119,677 93,540 81,445

計算式 千円/kg

12.2

904,000
／

95,340

26年度

0

あへん等取扱業務庁費

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

歳出予算目

　 0342

年度28

-

5

-

がん対策推進基本計画

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

100 91.7

12

11 3

7

42.9 -

-

-

- -

923

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

- 年度

10

10

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

95,340 77,940 78,600 -

80,376

29年度要求 主な増減理由

25年度

903

計

あへん需給調査旅費

各所修繕

-



あへんの取扱については、特に注意を必要とするため、輸入
業務代行については予算決算及び会計令９９条に基づく契
約としている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-

あへん法に基づき、国が輸入等を行うこととなっている。

○

評　価項　　目

あへんは医療上必要不可欠な医薬品原料であり、広く国民
のニーズがある。

-

目標最終年度

　　　　　　　　　　　　　　-

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標

年度

- - - -

計画開始時
27年度 28年度

-

事業名

‐

確保したあへんについては麻薬製造業者に売払い、医療上
必要不可欠な医薬品の原料として活用されている。

- - -

○

経費の大半があへん購入費であり、適正に執行されている。

単位

○
あへんの購入については、業務の性質による必要性から秘
密随意契約としているが、その他の支出については適切に
支出先を選定している。

○

　　　　 - 　　　　　　　　　　　　　　-　　　　　　　　　　　　　　-

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

無

年度

- -

目標値 -

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

医療上必要不可欠な医薬品の原料を確保するため、優先度
の高い事業である。

輸入業務代行料については、各種データを精査し、見直しを
図っている。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

円安の影響による輸入量の減少、また輸入時期の関係上、
麻薬製造業者の希望時期に売渡ができないことがあった。
（売渡時期を後送りで調整して対応した。）

事業番号
関
連
事
業

　　　　　　　　　　　　　　-

‐

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
円安等の影響により見込みを下回っているが、予算内で最
大限のあへんを確保した。

‐

△

有

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

あへんの輸入等は国が行うこととされており、試験について
も国が実施することから、効率的に実施されている。

成果実績

　　　　 -

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

-

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

- -

単位

-

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-

国
費
投
入
の

必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

医療上必要不可欠な医薬品の原料である「あへん」を、国内の需要・供給量を踏まえ、国が一元的に輸入・管理することにより、不正流通の遮断及び
乱用防止を推進することに寄与するものである。

-

- - 年度
定量的指標 25年度

-

実績値 - -

施策 規制されている乱用薬物について、不正流通の遮断及び乱用防止を推進すること

政策 麻薬・覚醒剤等の乱用を防止すること

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価



344

324

平成23年度

点検結果

346

271

外部有識者の所見

改善の
方向性

国内で必須の医療用麻薬の原料を供給するための経費であり、需要供給を踏まえた購入量となっていることから、大幅な見直しは困難である
が、今後も適正な執行に努めてまいりたい。

平成25年度以降、大幅な円安等の影響によりあへん確保量の実績値が目標値を下回っているが、平成27年度においては予算を繰り越してお
り、平成28年度の上半期までに当初目標値との差を確保できるよう計画している。

平成26年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

312

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

335

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

【一般競争入札】

厚生労働省

882.2百万円

D. 国立医薬品食品衛生研究所

8.1百万円

B. 民間会社

865.2百万円

G. 地方厚生局 4機関

0.1百万円

C. 民間会社

16.4百万円

A. 事務費

8.8百万円

【秘密随意契約】 【支出委任】 【支出委任】

【秘密随意契約】

あへんモルヒネ含有率試験の実 国内産あへんの収納業務の実

人件費、雑役務費

E. 事務費（衛研）

4.0百万円

F. WDB（株）

4.1百万円

賃金、光熱水料、雑役務費 試験研究業務等のための人材



支出先上位１０者リスト
A

B

C

D

国立医薬品食品衛
生研究所

-
あへんのモルヒネ含有率
試験

8.1 - - - 　　　　　　　　　　　-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

非常勤職員

セコム（株）

職員A

東京電力エナジー
パートナー（株）

日植アグリ（株）

フロンティア（有）

（株）サンワ

第一法規（株）

職員B

東日本電信電話株
式会社

金　額
(百万円）

A. 非常勤職員

4.1
費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

電気・ガス・水道使用量

4.1

試験研究業務等のための人材派遣業務

賃金

使　途

賃金 雑役務費非常勤職員給与

費　目

光熱水費 1.8

2.2

D. 国立医薬品食品衛生研究所

金　額
(百万円）

5.8

嘱託職員給与

費　目 使　途

計 5.8 計 8.1

E. 嘱託職員 F. WDB（株）

費　目 使　途

賃金 嘱託職員給与 2.2 雑役務費 試験研究業務等のための人材派遣業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 2.2 計 4.1

5 - 100％

- 100％

4

- -

8

7

9

6

1

- 100％

-

10

　　　　　　　　　　　-

- -

2

3

随意契約
（少額）

-

-

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　-

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

民間会社 - （秘密随意契約） 865.2
随意契約
（その他）

- 　　　　　　　　　　　-

1 民間会社 - （秘密随意契約） 16.4
随意契約
（その他）

- - 　　　　　　　　　　　-

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％

- -

法　人　番　号

6011001035920

-

8010001166930

5260001000547

9040002048439

1050001015512

入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-

- 100％

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　-0.1

- 5.8

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　-

　　　　　　　　　　　-

随意契約
（少額）

-

- - -

1

0.8

0.3

0.1

0

0

7010401017486

-

8011101028104

非常勤職員給与

倉庫保全業務

職員旅費

電気使用料

けし栽培にかかる肥料代

麻薬倉庫廻り草刈作業及
び建物屋上清掃作業

切傷刀

インターネット版判例体系
（刑事法編）年間利用料金

職員旅費

電話使用料

0.2

0.2



E

F

G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

関東信越厚生局 - 国内産あへんの収納業務 0 - - - 　　　　　　　　　　　-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北海道厚生局 - 国内産あへんの収納業務 0 - - - 　　　　　　　　　　　-

東京水道局 8000020130001 水道使用料 0.3 - - - 　　　　　　　　　　　-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

嘱託職員A - 嘱託職員給与 2.2 - - - 　　　　　　　　　　　-

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

--

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

1

2

3

4

東京瓦斯（株） 6010401020516 ガス使用料 0.3 - - - 　　　　　　　　　　　-

東京電力エナジー
パートナー（株）

8010001166930 電気使用料 1.2 - - - 　　　　　　　　　　　-

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

WDB（株） 4010001143256
試験研究業務等のための
人材派遣業務

4.1 一般競争入札 5 72.2％ 　　　　　　　　　　　-

3

4

1

2

中国四国厚生局 - 国内産あへんの収納業務 0 - - - 　　　　　　　　　　　-

九州厚生局 - 国内産あへんの収納業務 0 - - - 　　　　　　　　　　　-


